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Ⅱ  分析の視点 































応としての望ましい事業多角化戦略の研究がなされた。 その過程で、 ハメル ・ プラハラード （1995）
は、コアコンピタンスの概念を明らかにした。それは、 「差別化され、他社では提供できない優
位な利益を顧客にもたらすための暗黙知的な技術、スキルの集合体である」としている（  シャ
ープの薄型ディスプレイ技術、ＳＯＮＹの小型化技術、等  ） 。これは、全社の事業の間に横串 5

























































  企業の連結形態については、 この外部市場取引の節減を意図する垂直統合と内部の組織化費用
の節減、合理化を意図する水平結合が考えられる。 






















  ⅰ  自社の企業内、 外部とのコミュニケーション技術の進化により組織の階層の削減、 組織
改革が可能となった。 
  ⅱ  情報・知識の転写・転送の瞬時化、その多目的利用・更新・検索・加工の容易化・迅速
化による企業内 ・ 外との業務処理の効率化と在庫減が実現すると共にネットワーク的知
識創造が可能となった。 
  ⅲ  情報とネットワーク等製品領域の融合、新しいビジネスモデルの設定が行われ始めた。    
②  ＩＴ投資におけるソフト分野の比重が拡大し、ソフト技術の融合化が見られた。 
  （イノベーション環境） 
  ①  ＤＲＡＭ不況による経営環境悪化とそれからの撤退と他方でのシステムＬＳＩの開発、 生
産、利用の拡大が見られた。 
  ②  パソコン市況の軟化が見られ、ＩＴ企業のパソコン関連の収益を悪化させた。 
  ③  携帯電話のディジタル化により、携帯電話需要の拡大と生産が増加した。 
  ④  通信環境のディジタル化により、アナログ機器への需要が激減した。 
  ⑤  生産システム上のモジュール化が拡大し、 ＩＴ製品の製造分野にＥＭＳの導入がなされた。  
（競争環境） 
  ①  中国、韓国企業が競争相手として台頭し、これら企業を活用する国際分業が拡大した。 










































（２）  プロセスの全体像と組織的イノベーション能力 
  次に、イノベーションプロセスの全体像を起序の順に従って整理した上で、 「組織的イノベー 9
ション能力」の概念化を行おう。また、この能力の観点を織り込んだ効果的なイノベーションマ
ネジメントの方向を説明しよう 
①  プロセスの全体像と組織的イノベーション能力 
  企業の立場から見たイノベーションプロセスの全体像は以下の通りであろう。 
ⅰ  市場の競争的環境、利用可能な科学的知識・技術が変化する状況下で、 
ⅱ  現在、未来の顧客のニーズを見抜いて、 





















ⅰ  産学連携、外部企業との連携 
  （  外部知識の活用・連携  ） 
ⅱ  商品開発に当たって関連する複数事業部が連携して開発、 
  （  個別の要素技術・知識の創造と連携による統合知の創造と商品開発への適用  ） 
ⅲ  重要研究開発案件のレビューを販売部門等も参加して全社的に実施、 
  （  商品創造までの各プロセス間の情報共有と各部門のコンカレント開発促進）   






















    ⅰ  会社の価値観、戦略目標との方向性の統一 
    ⅱ  顧客のニーズと企業側のシーズが出会う可能性を高める。 




―２つの専門領域を持つＡ型人材の育成   
ⅳ  全社的なイノベーションに関する仕組を作り、その組織能力を高める。 
（イノベーション促進のための組織作りとマネジメント） 
    これら４点の方針を実現する方向で、以下の対応が必要となる。 
    ⅰ  最適な組織設計 
    ⅱ  イノベーションを促進する研究開発マネジメントの実施 
（  戦略形成、計画設定、進捗管理、研究開発成果の管理  等  ） 
    ⅲ  ビジネスモデル開発システム 
    研 究 開発の成果を事業化するプロセスである新しいビジネスモデル開発のための組織
作りと効果的マネジメントを実施する。 
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３  事業の選択と集中とその際の判断基準 
（１）事業の選択と集中 
一般に企業はこれまでの企業成長の手段としてⅰ既存市場で既存製品のシェアの拡大を図る
























































ォリオを念頭に置いた研究開発投資のバランスが必要であろう。     

























ⅰ  リーダーシップ能力と人材育成力 
ⅱ  基本的価値の共有 
    ビ ジ ョン、行動の規範 
  ⅲ  組織制度の設計、運営能力 
    組 織 と権限配分の在り方、社内組織とグループ企業との連結・ネットワークの在り方 
  ⅳ  経営管理システムの設計、運営能力 
    事 業 計画、投資計画、予算等の資源配分プロセス 
    イ ン センティブと業績評価プロセス 















































①  企業の内発的で時間をかけたイノベーション活動において、環境変化に対応して、 
ⅰ「組織的イノベーション能力」を向上させ、行使して、 
ⅱ  即ち、自社の「イノベーションプロセス」を改善して遂行して、 
ⅲ  その「イノベーションプロセス改善の成果」 （市場志向の新製品の増加、製品・サービス 15
の多様性のある供給、開発スピードの向上、等）を生みだし、 




②  企業の全体的な事業運営活動において、環境変化に対応して、 
ⅰ  「組織的管理運営能力」を向上させ、行使して、 
ⅱ  即ち、トップの強力なリーダーシップの下、 
ⅲ  十分な判断基準、先進企業の改革事例、必要な知識の体系を習得し、 
ⅳ  社員と改革のための価値観を共有して、 
ⅴ  経営戦略の変更（事業の選択と集中）を実施する。 
ⅵ  それに対応した既存の経営資源の再編成（合併、企業統合、分社、等）と新体制構築に向
けての組織・経営改革（組織の再設計・資源配分方針の変更、等）を行う。 
ⅶ  その新組織体制下での業務プロセスを改革して（イノベーションプロセス改革を含む。 ） 、  
ⅷ  プロセス改革上の成果を得て（意志決定スピードの向上、成長分野への資源配分、戦略方
針の周知徹底、コスト削減、等） 、 




   こ の 全 体フレームの具体的展開のイメージは、図１の通り。 
（３）全社的な経営上の成果は、売上高、利益率、ＲＯＡ，ＲＯＥ、等を念頭に置いている。 
 

















































３  ケースの会社概要比較 
ケース  １  Ａ  社 
（１） Ａ社の概要 
①  本社所在地            大 阪 市   
②  資本金（単独）              ２ ， ０４７億円   
③  2003 年度連結売上高         ２ 兆 2 、 5 7 3 億 円  
④  2003 年度連結当期純利益     ６ ０７億円 
⑤  2003 年度連結従業員数       ４ 万 ６ ､ １ ６ ４ 人  
（２）  経営理念 
    い た ずらに規模のみを追わず、誠意と独自の技術をもって、広く世界 
    の 文 化と福祉の向上に貢献する。 
    会 社 に働く人々の能力開発と福祉の向上に努め、会社の発展と一人一 
    人 の 幸せの一致を図る。 
    株 主 、取引先をはじめ、全ての協力者との相互繁栄を期す。 
（３）経営方針（2004 年度）   
    テ ク ノロジーオリエンテッドなオンリーワン商品戦略の強化 
   【 重 点 戦 略 】  
    ・液晶世界Ｎｏ１戦略 
  ・ 太 陽 電 池 Ｎ ｏ 1 戦略 
（４）事業概要 
①  エレクトロニクス機器 
ＡＶ・通信機器、電化機器、情報機器 
②  電子部品 
ＩＣ，液晶、その他電子部品 
（５）組織概要 
   機 能 並 列型の多事業本部制を行なっている。 
   連 結 の グループ企業 
国内グループ企業      ９社 
    海 外 グループ企業    ３６社 
（６）コーポレートガバナンス 
    監 査 役制度を採用 
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ケース  ２  Ｂ  社 
（１）Ｂ社の概要 
①  本 社 所 在 地            大阪府門真市   
②  資本金（単独）            ２，５８７億円 
③  2003 年度連結売上高       ７ 兆 ４ 、 ７ ９７億円 
④  2003 年度連結当期純利益          ４２１億円 
⑤  2003 年度連結従業員数            ２９万４９３人 
（２）  経営理念 
   生 産 、 販売活動を通じて社会生活の改善と向上を図り、世界文化の進展に寄与すること。  




自己完結的に事業推進が出来る体制を築き、成長戦略を加速。   
①  ＡＶＣネットワーク分野 
②  アプライアンス分野 
③  デバイス分野 
④  ＡＶ関連子会社企業 
⑤  その他 
（４）  組織概要 
①  本社部門 
②  営業部門(国内) 
③  海外部門 
④  社内分社等 
   ⑤  連結のグループ企業 
国内グループ企業  ２２０社 
    海 外 グループ企業  ３４８  社 
（５）  コーポレートガバナンス 




ケース  ３  Ｃ  社 
（１）Ｃ社の概要 
①  本社所在地            東 京 都  
②  資本金（単独）              ３ ， ３７８億円   
③  2003 年度連結売上高         ４ 兆９、０６８億円 
④  2003 年度連結当期純利益     ４ １１億円 
⑤  2003 年度連結従業員数       １ ４ 万 ３ ､ ３ ９ ３ 人  
（２）  企業理念 
C 社は C&C をとおして、世界の人々が相互に理解を深め、人間性を十分に発揮する豊かな社
会の実現に貢献します。 
（３）経営方針 
    新しい社会（ユビキタス社会）で、人々が安全で楽しく豊かな生活を送り、 
    また、企業が競争力の強化、経営効率の向上のため、ＩＴ，ネットワークを活用できるよう 
「Empowered by Innovation」と言うスローガンの下、 「お客様の満足度向上」を目指した
たゆまない革新によって、人々や社会の新たな可能性実現に貢献   
（４）  事業概要 
①  IT、ネットワークソリューション事業 
②  半導体ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業   
③  その他の事業  （  プラズマﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ、液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ、電子部品  ） 
（５）  組織概要 
①  本社 
基本的にビジネスユニット制で、各ユニットが計画、生産、販売を実施。 
ⅰ  １１のビジネスユニット、マーケティングユニット、RD ユニット、スタッフ、 
ⅱ  経営監査本部 
ⅲ  取締役会    監査役会 
ⅳ  会長、社長 
  ②  連結のグループ企業 
国内グループ企業  ９５  社 
   海 外 グ ループ企業  １０６  社 
（６）  コーポレートガバナンス、 
2000 年 4 月  執行役員制導入 
2001 年 1 月  取締役会のガバナンス機能の補完の為、経営諮問委員会、報酬委員会設置 
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１  イノベーション関係 







（２）  研究開発システム 















②  研究開発マネジメント会議（総合技術会議） 
 毎 月 、 社長以下、 全本部長等の参加する総合技術会議が開催され、 全社ベースの研究開発本部、
其々の事業本部の技術開発戦略について審議している。 経営トップ層間、 経営トップ層と各研究
開発部門との情報共有の促進、時間差の縮小に努めている。 
③  オンリーワン商品企画推進本部 





























２  組織・経営改革関係 
（１）  組織・経営改革の推移 











2004 年４月からは、 デジタル家電開発本部、 ｵﾝﾘｰワン商品企画推進本部が新規に設置されて、
新時代の研究開発、商品開発体制への準備が進められている。 





（３）  評価 





















４  全社的経営成果の状況 
入手可能な体系的な経営指標を 1996 年度から 2003 年度までの８年間で見てみると、概略以
下の傾向が読み取れよう。 （  表１参照  ） 
（１） この期間では企業努力の成果として一貫して経常利益、 当期純利益とも黒字を示している。  
（２）個別の傾向は以下の通り。 
①  売上高営業利益率、同当期純利益率共に黒字で、2003 年度のそれぞれは、５，４％、２，
７％の黒字と比率の増加傾向が見受けられる。 
②  最近３年の設備投資額を見ると、2001、2002 年度は営業キャッシュフローの範囲内で、
2003 年度は液晶関係の設備投資が相当あったため、それを少し越えた額となっている。ま
た、技術研究開発費の対売上高比率は、７％台となっている。 
③  ROA は、2002 年度１，６％、2003 年度２，９％と改善している。 




④  セグメント別の営業利益率を見ると、 最近では一貫して電子部品等のほうが、 エレクトロ
ニクス機器の２倍以上を示し、200３年度のそれぞれは７，４％と３，３％を示している。  


























1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度
１．売上高指標
　(1)売上高（百万円） 1,790,580.0 1,790,542.0 1,745,537.0 1,854,774.0 2,012,858.0 1,803,798.0 2,003,210.0 2,257,273.0
　(2)前年比（％） ＋8.5 0.0 △2.5 ＋6.3 ＋8.5 △10.4 ＋11.1 ＋12.7
　(3)エレクトロニクス機器　計（百万円） 1,317,649.0 1,311,129.0 1,254,085.0 1,245,710.0 1,283,852.0 1,274,076.0 1,346,400.0 1,438,696.0
　(4)構成比（％） 73.6 73.2 71.9 67.2 63.8 70.6 67.2 63.7
　(5)前年比（％） ＋9.7 △0.5 △4.4 △0.7 ＋3.1 △0.8 ＋5.7 ＋6.9
　(6)電子部品等　計（百万円） 472,931 479,413 491,452 609,064 729,006 529,722 656,810 818,577
　(7)構成比（％） 26.4 26.8 28.1 32.8 36.2 29.4 32.8 36.3
　(8)前年比（％） +5.3 +1.4 +2.5 +23.9 +19.7 △27.3 +24.0 +24.6
２．利益関係
　(9)営業利益（百万円） 91,262 55,034 38,127 74,460 105,913 73,585 99,466 121,670
　(10)利益率（％） 5.1 3.1 2.2 4.0 5.3 4.1 5.0 5.4
　(11)前年比（％） ＋3.9 △39.7 △30.7 ＋95.3 ＋42.2 △30.5 ＋35.2 ＋22.3
　(12)当期純利益（百万円） 48,546 24,788 4,631 28,130 38,527 11,311 32,594 60,715
　(13)利益率（％） 2.7 1.4 0.3 1.5 1.9 0.6 1.6 2.7
　(14)前年比（％） ＋7.2 △48.9 △81.3 ＋507.4 ＋37.0 △70.6 ＋188.2 ＋86.3
３．設備投資、キャッシュフロー関係
　(15)当期純利益（百万円） 48,546 24,788 4,631 28,130 38,527 11,311 32,594 60,715
　(16)減価償却費（百万円） 131,563 141,902 145,498 153,839 152,455 133,947 145,818 159,831
　(17)キャッシュフロー（百万円）
当期純利益＋減価償却費
　(18)設備投資（百万円） 167,632 173,448 100,146 98,051 162,393 132,001 146,282 225,001
　(19)フリーキャッシュフロー（百万円）
当期純利益＋減価償却費－設備投資－役員賞与・配当金 14,908 △2,692 16,515 △22,146 △1,259 △20,543 36,342 70,400
190,982 145,258 178,412 220,546 180,109 166,690 150,129 181,969
 
（表１）    Ａ社の業績推移（１） 
資料：公表された決算資料により、筆者作成。  26
（表１）    Ａ社の業績推移（２） 
1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度
４．技術研究開発
　(20)技術研究開発費（百万円） 124,709 132,271 135,095 146,845 149,722 144,744 152,145 162,991
　(21)売上高比率（％） 7.0 7.4 7.7 7.9 7.4 8.0 7.6 7.2
５．経営指標
　(22)株式資本当期純利益率〔ROE〕（％） 5.3 2.6 0.5 3.0 4.1 1.2 3.6 6.6
　(23)総資本当期純利益率〔ROA〕（％） 2.4 1.2 0.2 1.4 1.9 0.6 1.6 2.9
　(24)総資本回転率（回） 0.87 0.86 0.86 0.93 1.00 0.92 1.00 1.05
　(25)資産合計（百万円） 2,048,791 2,084,203 2,021,886 1,987,444 2,003,641 1,966,909 2,004,832 2,150,250
６．一人当売上高
　(26)従業員数（人） 45,117 47,981 48,820 49,748 49,101 46,518 46,633 46,164
　(27)従業員１人当たり売上高（百万円） 40 37 36 37 41 39 43 49
７．売上高比率
　(28)売上原価（％） 73.6 74.7 75.5 74.6 74.6 74.3 75.4 75.9
　(29)販売費及び一般管理費（％） 21.3 22.2 22.3 21.4 20.1 21.6 19.6 18.7
　(30)営業利益（％） 5.1 3.1 2.2 4.0 5.3 4.1 5.0 5.4
　(31)経常利益（％） 4.9 2.8 1.5 3.2 4.0 2.7 4.1 4.9
　(32)当期純利益（％） 2.7 1.4 0.3 1.5 1.9 0.6 1.6 2.7
８．セグメント別営業利益率
売上高
　(33)エレクトロニクス機器（百万円） 1,323,540 1,314,946 1,260,433 1,249,094 1,289,206 1,279,739 1,352,397 1,447,422
　（34)電子部品等（百万円） 553,115 543,663 546,285 681,533 832,286 625,708 793,677 1,004,497
営業利益
　(35)エレクトロニクス機器（百万円） 47,928 31,137 26,151 26,840 30,718 34,836 43,646 47,434
　(36)電子部品等（百万円） 43,989 23,421 11,050 48,078 75,292 37,269 56,315 73,971
営業利益率
　 ( 3 7 ) エ レ ク ト ロ ニ ク ス 機 器 （ ％ ） 3 . 62 . 42 . 12 . 22 . 42 . 73 . 23 . 3
　(38)電子部品等（％） 8.0 4.3 2.0 7.1 9.1 6.0 7.1 7.4   27











１  組織・経営改革の状況 
（１）創生２１計画   











ⅰ  全社構造改革     



















③  成果の状況 
この間の改革の主要成果として、以下のものが挙げられる。 
ⅰ  業績のＶ字型回復が達成された。 （後述４の全社の経営上の成果を参照） 、 
ⅱ  商品力が向上して、Ｖ商品として結実し、その 2003 年度の実績は 90 商品で、売上 1,2
兆円となった。2004 年度は 71 商品で売上 1,7 兆円を目標としている。 
ⅲ  グローバルマーケッティングを展開して、新製品の世界同時発売、製造の垂直立ち上げ、
グローバルブランドの統一が実施された。 













（２）  躍進２１計画 
①  将来環境認識 
   2010 年の世界の潮流をグローバル経済のブロック化、ボーダーレス化、デフレの長期化
と見る。 今後のビジネスモデルとしてネットビジネスの浸透、 既存の流通形態の大きな変化
と新ビジネスモデルの登場、異業種を交えた競争の激化を予想している。 
  ②  企業の目指すべき方向 
２１世紀事業ビジョンとして、 ユビキタスネットワーク社会の実現、 地球環境との共存を
重視し、 ２００６年度の姿を明らかにするため２００４年度から３年間の躍進２１計画を策
定、実施する。また、その先の 2010 年にお客様価値創造企業に到達することを目指す。 
③  計画の主内容 
ⅰ  商品戦略では、Ｖ商品は、ブラックボックス化技術、ユニバーサルデザイン、省エネ・
省資源の環境に配慮したものとする。 
ⅱ  基幹デバイスに重点的に投資して、 他社と差別化した商品の開発を目指して、 セットと
デバイスの垂直的バリューチェーンの構築を推進する。 
ⅲ  新ライフスタイルの提案 
    セットにサービス要素を埋め込み、付加価値を創造する（  Ｔナビ、電子書籍  ） 
ⅳ  技術１０年ビジョン 
  １０年先を見据えて技術力を強化し、 ＲＤプラットフォーム戦略により、 事業ドメイン
会社の保有する技術資産をプラットフォーム的に相互活用して、 競争力ある商品の短期
市場導入を目指す。 






外拠点統廃合を加速、海外事業のＶ字型回復と投資回収率の改善。   
ⅵ  経営体質の強化   
    事 業 部制からドメイン制への移行による全体最適のコスト削減の素地が出来、 コストバ
スターズプロジェクトにより、2003、2004 年度の２年度で、グループトータルで１０
００億円のコスト削減を目標としている。 
④  以上の評価 
    以上を組織構造と経営管理システムの面から評価すると、 「創生２１計画」 の成果を踏まえ、
２１世紀型の企業像を目標とした 「躍進２１計画」 へと改革をステップアップしてきていると
評価している。  30
２  イノベーション関係 
（１）  基本認識 




（２）  研究、開発体制 





  この体系は、以下の３層になっている。 
  ①  技術戦略系としての技術ビジョン、技術戦略 
  ②  計画系としての技術事業計画 
  ③  実行系としての研究開発マネジメント 




  ⅱ  開発では、ＤＰＩＭ（開発プロセスマネジメント革新）を実施。 
   Ｄ Ｐ Ｉ Ｍにおいては、その各チェックポイントで、各ドメイン企業の開発担当、ＣＴＯ等
の意志決定者による投資回収の視点に立った評価審査の意志決定がなされ、 開発期間の短縮
化も図られている。 
  （４）Ｖ商品の開発システム 
  Ｖ商品認定制度を制定し、開発期間の短縮、顧客価値創造、等に貢献するため、トップのリ 
ーダーシップの下、 社内プロジェクトチーム編成においてドメイン事業を横断的にまたがるチ
ーム編成を行ってＶ商品を連打した。 
  （５）以上の評価 





３  人材育成 
（１）経営人材の育成 
    グローバル経営研修センターには、内外の幹部育成、内外のリーダー育成、経営品質、経営
課題、キャリア開発の研修コースがある。 
  幹部育成のためのシステムと研修内容以下の通り。 
①  グローバルキャリア開発システム 
本システムは、 国籍等の別なくグローバルにビジネスリーダーの確保・育成・登用・配置・
処遇を推進。そのため、ⅰ海外ローカル幹部の確保・育成、ⅱグローバルキャリア形成、
ⅲ企業風土のグローバル化  を推進。 
②  このため、内外幹部用のトップセミナー、国内幹部候補生への M-EDC の実施、海外経営
幹部の育成コースが用意されている。 
（２）イノベーション人材の育成 
    技術系幹部候補者に対しＢ社版の MOT 研修を実施して、 経営のわかる技術人材の育成を図
っている。 （経営、事業戦略、技術戦略の基本、E-ラーニング、グループ別課題研究） 
４  全社の経営上の成果の状況 
入手可能な体系的な経営指標を 1998 年度から 2003 年度までの６年間  （セグメント別デー
タのみ 2001 年度からの３年間）でみると、概略以下の傾向が読み取れよう。 （  表２参照  ） 




①  当期純利益率は、2001 年度、2002 年度とも赤字であるが、2003 年度のそれは、０、6％
の黒字に回復。 
②  売上高原価比率も 2003 年度には 71,0％に低下。 
③  最近２年の設備投資額は、 営業キャッシュフローの範囲内で、 研究開発投資額の対売上高
比率は、７％台を維持している。 
④  ROA も 2003 年度には黒字化し、0,6％に向上、 
  その構成要素である総資産回転率は 2003 年度には、1,01 回に向上。 
また、資産合計の推移を見ると、減少傾向を見せており、選択と集中による資産規模縮小型
の効率経営を目指す経営戦略と言えよう。 
ROE も 2003 年度には黒字化し、1,3％となった。 
⑤  セグメント別の営業利益率を見ると、2001 年度では、アプライアンスの 
    黒字以外、全て赤字でデバイスの赤字比率が最大であった。2003 年度を見ると各事業が黒
字化しているが、やはりアプライアンスの 4,3％が最大。      32










築するなどして、 組織的イノベーション能力を向上させ、 行使して、 商品売上の拡大を図った。 
また、知識経済化した経営環境の中で、企業としての組織能力を持続的に構築するため、経
営人材の育成、経営のわかる技術人材の育成等に努めて来ている。 





1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度
１．売上高、利益関係
売上高（百万円） 7,640,119 7,299,387 7,681,561 7,073,837 7,401,714 7,479,744
前年比（％） -4.5 5.2 -7.9 4.6 1.1
営業利益（百万円） 193,684 159,054 188,404 -198,998 126,571 195,492
(対売上高比率）（％） 2.5 2.2 2.5 -2.8 1.7 2.6
当期純損益（百万円） 24,246 99,709 41,500 -427,779 -19,453 42,145
(対売上高比率）（％） 0.3 1.4 0.5 -6.0 -0.3 0.6
２．設備投資、減価償却、研究開発費
売上原価（百万円） 5,346,914 5,190,791 5,481,314 5,312,039 5,323,605 5,313,065
(対売上高比率）（％） 70.0 71.1 71.4 75.1 71.9 71.0
販売費及び一般管理費（百万円） 2,099,521 1,949,542 2,011,843 1,960,796 1,951,538 1,971,187
(対売上高比率）（％） 27.5 26.7 26.2 27.7 26.4 26.4
設備投資額（百万円） 352,430 337,953 504,390 320,145 251,470 271,291
減価償却費（百万円） 359,465 342,887 345,268 341,549 283,434 253,762
研究開発費（百万円） 499,986 525,557 543,804 566,567 551,019 579,230
(対売上高比率）（％） 6.5 7.2 7.1 8.0 7.4 7.7
３．キャッシュ・フロー
営業計画によるキャッシュ・フロー（百万円） 499,151 476,136 392,452 112,946 698,317 489,132
投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） -377,755 -604,354 -582,588 -74,472 -11,177 -85,445
フリー・キャッシュ・フロー（百万円） 121,396 -128,218 -190,136 38,474 687,140 403,687
４．収益性
年度末総資産（百万円） 8,054,529 7,955,075 8,156,288 7,768,457 7,834,693 7,438,012
総資産利益率（ROA)（％） 0.3 1.2 0.5 -5.4 -0.2 0.6
株式資本利益率（ROE)（％） 0.6 2.7 1.1 -12.2 -0.6 1.3
総資産回転率（回） 0.95 0.92 0.94 0.91 0.94 1.01  
（表２）    Ｂ社の業績推移（１） 
資料：公表された決算資料により、筆者作成。  34
（表２）    Ｂ社の業績推移（２） 
1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度
５．一人当売上高
従業員数（人） 282,153 290,448 292,790 291,232 288,324 290,493
従業員一人当たり売上高（百万円） 27 25 26 24 26 26
６．セグメント別売上、営業損益
売上高
AVCネットワーク（百万円） 3,508,624 3,668,195 3,840,268
アプライアンス（百万円） 1,170,785 1,197,481 1,223,190
デバイス（百万円） 1,534,728 1,709,732 1,659,672
日本ビクター（百万円） 834,819 851,509 818,999
その他（百万円） 725,357 819,055 948,728
事業別利益(損失）
AVCネットワーク（百万円） -35,626 82,828 129,102
アプライアンス（百万円） 32,611 45,240 52,759
デバイス（百万円） -95,714 31,213 50,099
日本ビクター（百万円） -12,345 21,863 24,675
その他（百万円） -32,388 13,042 14,701
利益率
AVCネットワーク（％） -1.0 2.3 3.4
アプライアンス（％） 2.8 3.8 4.3
デバイス（％） -6.2 1.8 3.0
日本ビクター（％） -1.5 2.6 3.0
その他（％） -4.5 1.6 1.5
  35
（３）ケース３  Ｃ社のケース    
 
  Ｃ社は、 その企業理念において、 コンピューターとコミュニケーション技術の集合をコアコン
ピタンスとするグローバルエクセレントカンパニーであった。 




Ⅰ  組織・経営改革 
  ９８年度、2001・2002 年度の大きく２回の当期純損益の赤字計上がみられ、２段階の経営変
革・組織変革が実施されたが、以下にその概要を確認の上、組織的管理運営能力との関係を述べ
よう。 















また、開発、生産、販売までを一貫して事業責任を負う体制とした。   
②  コーポレートガバナンスを強化して、2000 年 4 月、執行役員制導入、また、2001 年 1
月、取締役会のガバナンス機能の補完の為、経営諮問委員会、報酬委員会を設置。 
③  財務・費用構造の改善のため、本社ビルの資産流動化を実施した。 
④  選択と集中による以下の事業の再編を行った。 
ⅰ  ＤＲＡＭ事業を切り離して、日立と合弁会社化した。 
ⅱ  事業売却（リース会社をオリックスへ売却等） 
ⅲ  工場の EMS への売却  等 
これらの取り組みの成果として、以下のものが上げられた。  36
①  社内カンパニーによる自立経営が実現した。 
②  権限委譲によるスピーディーな経営が実現した。 
③  事業特性に応じた事業運営が徹底された。 
④  ソリューション指向に事業構造を転換した（ブロードバンド＆モバイル戦略へ） 。 





  このため、2002 年度から、経営改革の第２フェーズに突入した。組織・経営改革を、以下の
３段階で実施した。 
（１）  半導体分社による「事業ドメイン毎の経営資源集中」 
    2001 年後半からのＩＴ不況に直面し、半導体事業への対応を巡り社内カンパニー制の限界
が露呈した。 システムＬＳＩを中心に顧客との連携の促進、 外部資金の調達による財務基盤強
化が必要であるため、2002 年１１月、社内分社のシステムＬＳＩ企業を社外分社化し、グル




（２）  ＩＴとネットワーク融合の推進とグループ経営の強化 




    新体制下の経営戦略の基本は、以下の３点とした。 
①    デフレ経済下での事業体質の改善 
  ⅰ  原価低減を徹底する。 
（開発プロセス改革、グローバルＳＣＭの追求、ＣＳ・品質の重視） 、 
ⅱ  固定費を削減する。 
（人件費増加抑制、課題事業の構造改革） 
②  マネジメント革新 
ⅰ  バランススコアカードの活用 
財務、顧客・市場、業務プロセス、学習・成長の４視点でマネジメントと社員との間
での事業戦略共有と成果を確認する。 
（  短期中期の目標のバランス、 非財務的指標を交えた指標の設定、 定量化指標に基
く見える化による管理。 ）  37
ⅱ  クロスファンクショナルな活動 
社長、 ユニット長等の参加による全社委員会を開催して、 組織内での情報共有と関係
するプロセスの効率運用を図る。 
   （ ソ フ トウェア事業、マーケティング、技術戦略、プロセス改革、グローバル事業、
ＣＳＲ・人的資源開発  等） 
③  新たな成長戦略の実施 
ⅰ  ＩＴソリューションとネットワーク融合をソリューション、 ミドルウエア、 プロダク
トの三層で推進する。 
ⅱ  日本市場を軸とした確実な収益確保 ・ 安定成長を図りつつ、 新たな成長機会を創造し、
獲得する。 
   ―  日 本での先進性をグローバル展開する。 
   ―  ユ ビキタス社会等日本市場での新市場を創造する。 
（３）  現経営組織 
  2004 年４月、従来の体制にⅰマーケティングユニットを追加設置し、ⅱビジネスユニット
を拡充することにより、結果１１のビジネスユニット、研究開発とマーケティングユニット、
スタッフを持つ現組織に再編した。 









Ⅱ  イノベーション 
  Ｃ社の経営改革後（2001 年度以降）のイノベーション活動を概観し、その基本方針、中央研
究所とソリューション開発研究本部の仕組みについて評価しよう。 
１  基本方針 
  2001 年 10 月の「  Empowered  by  Innovation  」と言う全世界共通スローガンにより、
グローバルな研究開発、知的財産権戦略等を推進して、グローバル No1 を目指している。現状
の研究開発のフレームワークは以下の通り。 
①  トップマネジメントの研究開発戦略への関与強化 
技術戦略委員会とマーケティング戦略委員会の相互連携によるスピーディーかつタイムリ
ーな製品化を図る。 
②  下記２①の重点分野への研究投資を集中させる。  38
③  研究活動の説明責任を向上させる。 
２  中央研究所 




ⅰ  将来事業創出のための基盤技術の研究開発   
    分 散 コンピューティング、次世代認識技術、等 
ⅱ  現事業を大きく発展させる新技術を研究開発 
    銀 行 システム、電子政府、モバイル技術  等   
②  研究システムとして以下の３活動を三位一体で推進している。 
ⅰ  研究活動 





    市場評価  ：  どのような市場を想定するか、それが適切か。 
    技術インフラ評価  ：  自社の事業インフラに整合性のある技術体系か。 
    ビジネスモデル評価  ：  製品に収益がでるビジネスモデル構築可能か。 
ⅱ  知財活動 
  ＣＰＯ（Chief  Patent  Officer: 知財活動推進担当）制度による全員参加型の知財マネジメン
トの強化を図り、 取得領域を絞ると共に基本特許を核とする周辺特許までを確保する群での取
得を目指す。 
ⅲ  人材育成 
    技術優秀人材の中長期的活用と育成を目指す取り組みとして、以下の３点を推進している。  
  ―  ＣＣＯ（Chief Career Development Officer:人材育成・キャリア形成担当）制度による
人材育成方針の策定実施。 
  ―  優秀な研究者に対し、特別主任研究員、主席研究員への任用実施。 
  ―  社内表彰制度の実施。 
３  ソリューション開発研究本部 
  新規ビジネスモデルを創出し、ソリューション開発、ベストプラクティス実証を通じて、 「Ｉ
Ｔ・ネットワークソリューション」領域の新たな市場・ビジネスを創出するための組織である。
具体的には以下の機能を果たす。 （  例：ユビキタスのＲＦＩＤ技術の事業化  ） 
①  中央研究所の複数のコア技術を統合した新規ソリューションを創出 
②  ビジネスユニット横断の新規事業領域のハブとして事業化の展開を推進  39
③  外部の大学、企業等との間での新規事業立ち上げのハブとして連携構築 
４  以上の評価 





Ⅲ  人材育成 
１  経営人材育成 
グローバルビジネスリーダーの早期選抜と育成を促進している。 
    具体的には、ランクの上位から順に、以下の通りとなっている。 
  Pool  １  一橋シニアエグゼキュティブプログラム 
  Pool  ２  経営アカデミー 
  Pool ３  特 別 MBA 講座 
２  イノベーション人材の育成 
    技術系幹部候補者に対する MOT 研修を実施して、経営のわかる幹部化を目指す。 
Ⅳ  全社の経営の成果の状況 
  Ｃ社の入手可能な体系的な経営指標を 1996 年度から 2003 年度までの８年間（セグメント別
データのみ 2001 年度からの３年間）で見てみると、概略以下の傾向が読み取れよう。 
（  表３参照  ） 
１  この期間では、国内バブルのはじけた 1998 年度と米国の IT バブル崩壊後の IT 不況に対応
した 2001・2002 年度の各指標が悪化している。1999 年度以降の経営変革とその後の企業努
力により、全社の企業業績は 2003 年度に入って回復を示している。 
２  個別の傾向は以下の通り。 
（１）  売上高当期純利益率の動きは、1998 年度と 2001、2002 年度に赤字化したが、その後
回復し、2003 年度のそれは０、6％のプラスになった。 








ROE も同様の傾向を示し、2003 年度には７，７％と改善した。 
（５）セグメント別の営業利益率を見ると、2001 年度では、エレクトロンデバイスの赤字以外 40
は黒字で、 2003 年度を見ると各事業が黒字化しているが、 エレクトロンデバイスの 6、 54％
が最大。最近では、このデバイスの企業収益に与える効果が改善を示している。 
Ⅴ  総合評価 














  これらの努力も相俟って、2003 年度の全社的な企業業績の回復を示して来たと言えよう。  






（表３）    Ｃ社の業績推移（１） 
資料：公表された決算資料により、筆者作成。 
1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度
１．売上高指標
売上高（百万円） 4,948,437 4,901,122 4,759,412 4,991,447 5,409,736 5,101,022 4,695,035 4,906,821
前年比（％） 12.5 -1.0 -2.9 4.9 8.4 -5.7 -8.0 4.5
２．利益関係
営業利益（百万円） 183,781 190,404 3,139 110,414 185,183 (55,522) 120,889 182,698
(対売上高比率）（％） 3.7 3.9 0.1 2.2 3.4 -1.1 2.6 3.7
当期純損益（百万円） 92,838 47,417 -151,261 10,416 56,603 -312,020 -24,558 41,078
(対売上高比率）（％） 1.9 1.0 -3.2 0.2 1.0 -6.1 -0.5 0.8
３．費用及び設備投資、減価償却、研究開発費
売上原価（百万円） 3,528,326 3,409,607 3,520,837 3,664,513 3,981,113 3,919,268 3,453,010 3,622,965
(対売上高比率）（％） 71.3 69.6 74.0 73.4 73.6 76.8 73.5 73.8
販売費及び一般管理費（百万円） 1,236,330 1,301,111 1,235,436 1,216,520 1,243,440 1,237,276 1,121,136 1,101,158
(対売上高比率）（％） 25.0 26.5 26.0 24.4 23.0 24.3 23.9 22.5
設備投資額（百万円） 405,772 385,346 253,623 281,639 346,491 200,067 178,734 173,957
減価償却費（百万円） 272,933 285,862 306,442 260,942 250,138 234,738 195,594 178,714
研究開発費（百万円） 348,537 381,239 346,215 315,163 344,957 333,632 296,241 256,668
(対売上高比率）（％） 7.0 7.8 7.3 6.3 6.4 6.5 6.3 5.2
４．キャッシュ・フロー
営業計画によるキャッシュ・フロー（百万円） 256,949 296,135 114,845 458,537 360,492 136,637 247,503 328,465
投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） -467,770 -513,580 -328,587 90,396 -111,526 -203,536 -11,586 -69,115
フリー・キャッシュ・フロー（百万円） -210,751 -217,445 -213,742 548,933 248,966 -66,899 235,917 259,350
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（表３）    Ｃ社の業績推移（２） 
1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度
５．収益性
株式資本利益率（ROE)（％） 8.5 4.2 -14.5 1.1 6.0 -42.2 -5.3 7.7
総資産利益率（ROA)（％） 1.9 0.9 -3.0 0.2 1.2 -6.3 -0.5 1.0
総資産（百万円） 4,940,995 5,074,478 5,045,934 4,608,964 4,823,624 5,010,883 4,103,300 4,044,342
総資産回転率（倍）：売上高／期首・期末平均総資産(回) 1.00 0.98 0.94 1.03 1.15 1.04 1.03 1.20
６．一人当売上高
従業員数（人） 151,966 152,450 157,773 154,787 149,931 141,909 145,807 143,393
従業員一人当たり売上高（百万円） 32.6 32.1 30.2 32.2 36.1 35.9 32.2 34.2
７．セグメント別売上、営業損益
ＩＴソリューション売上（百万円） 2,053,510 1,911,304 1,925,223
ネットワークソリューション売上（百万円） 1,866,654 1,473,225 1,678,955
エレクトロンデバイス事業売上（百万円） 694,587 842,484 829,958
ＩＴソリューション損益（百万円） 75,390 105,815 91,782
ネットワークソリューション売上損益（百万円） 53,447 34,284 67,869
エレクトロンデバイス事業売上損益（百万円） -148,159 -2,282 54,287
ＩＴソリューション売上営業利益率（％） 3.67 5.54 4.77
ネットワークソリューション売上営業利益率（％） 2.86 2.33 4.04
エレクトロンデバイス事業売上営業利益率（％） -21.33 -0.27 6.54
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Ⅵ  まとめ 















２  能力概念の説明範囲 



















速に市場に供給する「V 商品開発システム」のケースが挙げられよう。この V 商品は B 社の社内
の「Ｖ商品認定制度」の運用によるプロジェクトチームの活動の成果物であり、市場で大きな売
上を達成している。 
具体的な仮説としては、 「B 社の V 商品の１３年度の売上金額 1,2 兆円、90 品目と言う成果は、B
社の組織的イノベーション能力の向上・行使によるものである。 」とする。 
  （  例 示  ）                             
    商品力の高い V 商品を迅速に市場供給し、→  B 社の組織的イノベーション能力の向上 
成果を上げる               ― リ ー ダーシップ 
―コア技術能力の向上 
                        ―関連組織とのプロセス連携の仕組み化 
（２）説明要素 
組織的イノベーション能力は、ⅰリーダーシップのレベル、ⅱ技術的コア能力のレベル（Ⅱ２








①  経営トップの関与 
②  参加メンバーの構成員 
  ⅰ  チームリーダーの人材の質と権限 
    ⅱ  人材のレベルと組み合わせ方 
    ⅲ  社員のイノベーションに向けての価値観の共有状況 
③  予算配分方式 
④  開発期間 
⑤  外部、社内関連部局との連携の仕組み 










































①  企業として、多様な経営組織の中で、どの様な組織形態を選択するのは自由である。 




















（１）  イノベーション人材 
今後のイノベーション人材の育成に当たっての基本的な方向性を２点述べよう。 
①  商品開発において必要な要素技術の組み合わせが多様化してきているため、 今後とも自分の
専門領域の技術知識の深堀だけでなく、 他領域についての理解、 全体の技術体系の調整ができ
る能力の育成が必要となっている。 











①  経営者層のコミットによる、グローバルな経営環境下での企業の理念、価値観を共有する。  
②  グローバル経営、イノベーション推進、競争戦略策定、組織能力強化、等のための戦略課題
の認識を共有し、解決の方向を見出す。 
③  経営成果の達成と企業の達成すべき価値観の両方を体現出来るリーダーの育成 
④  組織・経営改革の遂行できるリーダーの育成 
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